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Grappling with Open Data in India 
―Establishment and Development of data.gov.in― 
坂田 大輔 Daisuke Sakata 
In 2013, G8 leaders agreed on the Open Data Charter. The agreement encourages the idea that 
publishing open data can offer significant benefits. Many countries have started to publish or improve 
access to their open data. Accordingly, case studies of emerging countries in the field of open data have 
become extremely important. This article studies the case of India achieving a high score in the 2014 
Open Data Index through the establishment and development of India government’s portal site for 
open data: data.gov.in. The article mainly makes two points. Firstly, data.gov.in was designed to draw 
user suggestions and evaluations for improving open data. Secondly, the number of open data sets is 
increasing, but the open data sets from the central government and related organizations have been 
making up the overwhelming majority. Very few open data sets from state governments and related 
organizations are available. In addition, very few states publish open data in data.gov.in. 
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Ⅰ はじめに








わけではない。しかし首脳コミュニケによれば，G8 各国には遅くとも 2015 年末までにオ
ープンデータ憲章及び技術的な別添で示されたオープンデータ環境を実現することが要求







ジ・ファウンデーション（Open Knowledge Foundation））が，世界センサス（Global Census）
の結果に基づき計算，公開しているオープンデータ指数（Open Data Index）では，2013
年に第 1 位であったイギリスと第 2 位であったデンマークはその座を保ったものの，それ
以外の国々の順位は大きく変動している。例えば，台湾とチェコ共和国は 2013 年には 60
か国中の 30 位台であったが，台湾は 25 位順位を上げて 97 か国中の第 11 位に，チェコ共
和国は 19 位順位を上げて第 12 位となった。また，2013 年にはオープンデータ指数の作成
















る。インドは，2013 年には日本と同じ第 27 位であったが 2014 年には世界第 10 位となっ
た（日本は第 19 位）。この順位はインドがオープンデータの最先進国の一つとみなされて













ータ・センサス（Local Open Data Census）の結果を通じて概観していく。そしてこれら
を踏まえたうえで，現在のインドにおけるオープンデータ整備の中心となっているオープ














［論文］政府統計部会：インドにおけるオープンデータへの取り組み  (5) 
されるべき「資源」と位置付けられている。そして，この資源開発のために G8 各国政府は
データの提供を以下の 5 つの原則にしたがって行うことに合意した（Cabinet Office et al., 
2013, p.2）。以下ではこの 5 原則の詳細を見ていくこととする。 
（1）「原則としてオープンデータであること」（Open Data by Default） 
（2）「量と質を保証すること」（Quality and Quantity） 
（3）「万人によって利用可能であること」（Useable by All） 
（4）「より良いガバナンスのために提供すること」 
（Releasing Data for Improved Governance） 





国に求めている（Cabinet Office et al., 2013, p.3）。なおここでの政府のデータとは，中央






















et al., 2013, pp.4-5）。 
また，これら原則以外に重要な点として，G8 が「高価値のデータ」とみなすデータの分
野と各分野別に具体的なデータセット例を一覧として提示したことが挙げられる（Cabinet 











評価したローカル・オープンデータ・センサスの 2 つである。  
1．オープンデータ指数 
オープンデータ指数は，2014 年度には世界で 97 の国や地域から送られてきた情報をも
とに作成が行われている（2013 年度では 60 の国や地域についてオープンデータ指数の算


























以下の 9 項目の評価基準を用いた得点化（単位は%）が行われた。 
①データが存在しているか（Does the data exist?）
②デジタル形式のデータがあるか（Is data in digital form?）
③公に公開された利用可能なデータか（Publicly available?）
④データは無料で利用可能か（Is the data available for free?）
⑤データはオンライン上で利用可能か（Is the data available online?）
⑥機械判読可能な形式 8)のデータがあるか（Is the data machine readable?）
⑦一括でのデータ 9)利用が可能か（Available in bulk?）
⑧オープンなライセンス 10)が付与されたデータか（Openly licensed?）
［論文］政府統計部会：インドにおけるオープンデータへの取り組み  (7) 
⑨データの提供が適切な間隔で行われ，かつ最新のものが提供されているか
（Is the data provided on a timely and up to date basis?）。 
これら 9 項目について情報提供者たち（submitters）から得た情報をもとに，オープン・
ナレッジが指定した審査員たち（reviewers）もしくはオープン・ナレッジのスタッフによ
る確認作業，および専門家集団（panel of expert reviewers）による情報の精査が行われ，
得点化がなされる。項目は個々に重みづけがなされており，①～③と⑤は 5 ポイント，⑦
と⑨は 10 ポイント，④と⑥は 15 ポイント，⑧は 30 ポイントとして計算がされる 11)。 
表Ⅲ-1 で示されているように，オープン・ナレッジによるインドのオープンデータ指数
（総合）は，2013 年度に 46％であったのに対して，2014 年度では 68％と大幅に上昇した。
イギリスやデンマークの値には遠く及ばないものの， 68％は世界で 10 番目となる値であ
る（2013 年度は 27 位）。表Ⅲ-2 より，上述の各種データ別にみると，インドは②の政府予





ローカル・オープンデータ・センサス（Local Open Data Census）のインド版である，
インド都市オープンデータ・センサス（India City Open Data Census）は，アーメダバー
ド（Ahmedabad），バンガーロール（Bengaluru），チェンナイ（Chennai），デリー（Delhi），
ハイデラバード（Hyderabad），コルカタ（Kolkata），ムンバイ（Mumbai）の 7 都市部を
対象に行われており，2014 年に公開された 12)。 
ローカル・オープンデータ・センサスの評価方式は，評価対象となるデータ分野にいく
つか違いがあるものの，オープンデータ指数に用いられた評価方式とほぼ同様の方式が使






































1 イギリス 97 +3 ±0 48 セルビア 42 -2 ▼16 





3 フランス 80 +21 △9 クロアチア -4 ▼21 









ニュージーランド +6 △4 ギリシャ -2 ▼13 
7 ノルウェー 71 -6 ▼3 香港 +11 △2 





9 ドイツ 69 +8 △2 エルサルバドル ― ―

























+11 △1 バミューダ -2 ▼18 
オランダ -10 ▼11 ネパール +4 ▼10 




― ― シンガポール ±0 ▼16 
日本 +15 △8 チュニジア ±0 ▼16 




+8 △1 70 リトアニア 32 ±0 ▼20 
カナダ ±0 ▼10 71 フィリピン 31 ― ―
24 スイス 58 -1 ▼12 72 米領バージン諸島 30 ― ―


















メキシコ +6 ▼2 ザンビア ― ―









マルタ ±0 ▼11 モロッコ ― ―
スペイン +6 ▼4 パナマ ― ―















南アフリカ +16 △14 レバノン ― ―









― ― キプロス +18 ▼27 




+1 ▼10 タンザニア連合共和国 ― ―




+1 ▼9 93 オマーン 18 ― ―
ジャマイカ ― ― 94 シエラレオネ 15 ― ―




― ― 96 マリ 12 ― ―
ポーランド +6 ▼6 97 ギニア 10 ― ―
表Ⅲ-1 2014 年度オープンデータ指数（総合）と順位および 2013 年度からの変動 
（資料：Open Knowledge, “Place overview 2013” http://index.okfn.org/place/2013/ (accessed December 
31, 2014) および Open Knowledge, “Place overview” http://index.okfn.org/place/ (accessed December 31, 
2014) より筆者作成。） 
注）― は 2013 年度にオープンデータ指数の作成が行われていない国または地域であることを意味する。 
［論文］政府統計部会：インドにおけるオープンデータへの取り組み  (9) 




















2014 年度の得点 45% 100% 10％ 70% 100% 40% 100% 100% 10% 100% 68% 
2013 年度の得点 45% 25% 60% 35% 60% 70% 40% 45% 45% 35% 46% 
  表Ⅲ-2 データ分野別にみたインドのオープンデータ指数（2014 年度・2013 年度） 

























































































①データの存在 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○
⑤オンライン × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×
⑥機械判読可 × × ○ × × × × × × × × × ×
デリー
①データの存在 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○
⑤オンライン × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ × × × ×
⑥機械判読可 × × × × ○ × ○ × × × ○ × × × ×
バンガー
ロール
①データの存在 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○
⑤オンライン ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×
⑥機械判読可 × × × × × × × × × × × × × ×
ハイデラ
バード
①データの存在 × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○
⑤オンライン × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × ×
⑥機械判読可 × × × × × × × × × × × × × × ×
ムンバイ
①データの存在 × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × ○ × ○ ○
⑤オンライン × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × × × × ×
⑥機械判読可 × × × × × × × × × × × × × × ×
チェン
ナイ
①データの存在 × ○ ○ × ○ ○ × × ○ × × ○ × ○ ○
⑤オンライン × ○ × × × × × × ○ × × × × × ×
⑥機械判読可 × × × × × × × × × × × × × × ×
アーメダ
バード
①データの存在 × × × ○ ○ × ○ × × × × ○ × ○ ○
⑤オンライン × × × ○ ○ × ○ × × × × × × × ×
⑥機械判読可 × × × × × × × × × × × × × × ×
表Ⅲ-3 各都市のデータ分野別にみたオープンデータ整備の状況と可能性 


























2012 年 3 月 17 日，科学技術局（Department of Science and Technology）によって作
成された「インドにおけるデータの共有とアクセシビリティに関する方針（National Data 
Sharing and Accessibility Policy：以下 NDSAP と略記する）」が正式に採択されたことが




ィの提供と公的データ・情報の利用を可能にする」（Government of India, 2012, p.95）と
定め，オープンデータ公開における各種用語の定義などが行われた。また，NDSAP には，
NDSAP の採択通知後 3 か月以内にすべての省（ministry）や局（department）が最低 5
つの高価値なデータセットを，政府によるオープンデータの公開を一元的に行うため web
サイト“data.gov.in”で公開することを求める，といった data.gov.in におけるオープンデ
ータの量的拡大を図るための規定が盛り込まれた（Government of India, 2012, p.97）。こ




ernment Platform：以下 OGPL と略記する）が用いられている。OGPL は，データ管理シ
ステム（Data Management System），コンテンツ管理システム（Content Management 
System），利用者関係管理（Visitor Relationship Management），およびコミュニティー
ユーザー用のモジュールの主要 4 モジュールによって構成されている。現在，OGPL はオ
ープンソースとして利用することが可能になっている 14)。
















を知ることができる。API 機能の付与の可否はこの API リクエストと上述の提案よって判





件数は，2014 年 4 月のニューズレターでは 449,464 件（登録ユーザー数 39,331 人）と報
告されたのに対して，2014 年 12 月のニューズレターでは 827,891 件（登録ユーザー数
44,934 人）とほぼ倍増していることがわかる。一分間当たりに閲覧されたページ数も同期
間中に 1.2 ページから 2.07 ページへと上昇した 16)。 
次に公開状況について見ると，同じく図Ⅳ-1 が示すように，data.gov.in において公開さ
れたデータセット数は 2 年間で着実に増加を続けてきている。2013 年 2 月のニューズレタ
ーに掲載された利用可能なデータセット数は 115 件 17)であったが，2014 年 12 月のニュー
ズレターに掲載された利用可能なリソース数（resource：2014 年 3 月以降，データセット
数＋アプリケーション数を表す用語として使用されている）は 12,708 件，カタログ数は
3369 個 18)まで拡大している。アプリケーション数は 2015 年 1 月のニューズレター発行時
点で 32 個であった 19)。フィルター機能を利用して調べたところ，カタログの内，CSV 形
式のファイルを含むものは，約 50％であった。しかしながら，より機械判読に優れた XML
形式のファイルを含むカタログは約 15％と少ない。XLS 形式のファイルを含むカタログは
約 40％であった。公開主体の数も増えており，2013 年 2 月のニューズレターによれば，当
時データセットを公開していたのは 2 つの省と 7 つの局および計画員会からなる計 10 の組
織のみであったが，2015 年 1 月 31 日現在では，中央政府関連の 67 組織，州政府関連の
18 組織，含計 85 の組織からデータセットが公開されるに至っている。 
図Ⅳ-2 より分かるように，最も多くのデータセット公開を行っている省は，内務省
（Ministry of Home Affairs）である。データセットの総数が 12,889 件の時点で 3606 件と
全体の実に 28％を占めた。これに続いて，農業省（Ministry of Agriculture）が 16.3%（2100
件），計画員会（Planning Commission）が 12.1%（1560 件），統計・計画実施省（Ministry 
of Statistics and Programme Implementation）が 9.9%（1272 件），水資源省（Ministry of 
Water Resources）が 8.2%（1060 件），保健家族省（Ministry of Health and Family Welfare）
が 6.7%（868 件）を占めており，これら 4 つの省と計画委員会によって公開されたデータ





図Ⅳ-2 と図Ⅳ-3 より，data.gov.in での州政府関連によるオープンデータの公開は，デー
タセット数から見ても，カタログ数から見ても，全体に占める割合が非常に小さい。デー
(12)  社会情報教育研究センター研究紀要『社会と統計』創刊号 
タセット数では 99 件で 0.8％，カタログ数では 99 個で 2.9%を占めるのみである。また，
最も多くのデータセット及びカタログを公開しているのがマディヤ・プラデーシュ州
（Madhya Pradesh）であるが，マディヤ・プラデーシュ州が公開しているデータセット数
は 60 件（カタログ数は 60 件）と単独で州政府関連の実に 60%を占めている。さらに，マ
ディヤ・プラデーシュ州の中でも計画・経済・統計局（Planning, Economics and Statistics 
Department）は 52 件のデータセット（52 個のカタログ）を公開しており，マディヤ・プ
ラデーシュ州が公開したオープンデータの 9 割近くを占める。 
公開を行っている州は，2015 年 1 月 31 日現在でマディヤ・プラデーシュ州をはじめ，
タミル・ナードゥ州（Tamil Nadu），メーガーラヤ州（Meghalaya），チャッティースガル
州（Chhattisgarh），そしてカルナータカ州（Karnataka）とインド全 29 州の内の僅か 5
州にとどまっている。2013 年 11 月のニューズレターによれば，ニューズレターの発行時
点で 3 つの州が data.gov.in でのオープンデータ公開を行っている 21)。そして，1 か月後の
2013 年 12 月のニューズレターによれば発行時点で 4 つの州が data.gov.in でのオープンデ
ータ公開を行っていた 22)。したがって，data.gov.in で 4 つの州がオープンデータ公開を始









（資料：Government of India, “News Letters” http://www.data.gov.in/newsletters (accessed January 
31, 2015)より筆者作成。） 
注 1) 年月はデータセット数や累計ダウンロード数を掲載したニューズレターが発刊された年月である。 
注 2) 2014 年 1 月と 2 月はニューズレターが発行されなかった。 
注 3) 2013 年 6 月から 2014 年 3 月までの値はおおよその値である。 






























































































































（資料：図Ⅳ-2 と図Ⅳ-3 ともに、Government of India, “Central Publication Metrics” http://www. data. 
gov.in/metrics/central (accessed January 31, 2015)および Government of India, “State Publication Met- 










































































2) Open Knowledge, “Open Definition” http://opendefinition.org/od/ (accessed Decem- 
ber 31, 2014)
3) メタデータとは，データについての説明をするためのフィールドや要素を意味している。
（Cabinet Office et al., 2013, p.7） 
4) オープンデータにおける API は，プログラムを通じて機械判読可能なデータを取得でき
るようにする仕組みを意味している。
5) 技術的な別添えでは，オープンフォーマットの事例として CSV 形式を挙げている(Cab- 
inet Office et al., 2013, p.7)。 
6) Open Knowledge, “Methodology” http://index.okfn.org/methodology/ (accessed Decem- 
ber 31, 2014) 
7) ①~⑩の内容は Open Knowledge, “Methodology” http://index.okfn. org/methodology/ 
(accessed December 31, 2014)にもとづく。 
8) 解説では，機械判読が可能なデータの例として XLS 形式，CSV 形式，JSON 形式，XML
形式を挙げている（Open Knowledge, “Methodology” http://index.okfn.org/methodology/ 
(accessed December 31, 2014)）。 
9) ここでの，「一括でのデータ利用が可能」とは，対象となるデータについて，データの一
部が利用不可などになっておらず，一括した全体利用が可能であること意味する（Open 




ることがオープンなライセンスの要素として挙げられている（Open Knowledge, “Meth- 
odology” http://index.okfn.org/methodology/ (accessed December 31, 2014)） 
11) Open Knowledge, “Methodology” http://index.okfn.org/methodology/ (accessed
December 31, 2014) 
12) Open Knowledge, “India City Data Census” http://in-city.census.okfn.org/  (access- 
ed December 31, 2014) 
13) Chattapadhyay, Sumandro., “Timeline of Open Government Data in India.” http://
ajantriks.github.io/oddc/resources/timeline.html (accessed January 25, 2015) 
14) Government of India, “About Open Government Data (OGD) Platform India” http://
www.data.gov.in/about-us (accessed January 31, 2015) 
15) Government of India, “How to use Datasets APIs” http://www.data.gov.in/ help/how- 
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use-datasets-apis (accessed January 31, 2015)  
16) Government of India,“Communication News Letter April 2014”http://www.data. 
news-letters/communication-news-letter-april-2014 (accessed December 31, 2014)およ
び Government of India, “Communication News Letter December 2014” http://www. 
data.gov.in/news-letters/open-government-data-platform-india-datagovin- newsletter- 
dec-2014 (accessed December 31, 2014)。また，サイトでは，マップやグラフの公開も行
われており，2015 年 1 月 31 日現在で，411 種類が公開されている。 
17) Government of India, “Communication News Letter February 2013” http://www. 
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2014) 
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